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Abstract
The purpose of this study is to examine the necessity of the qualitative verification of 
the functions of casework at child guidance centers through the analyses of inspection 
results provided by the national and local governments. The objects of analyses of the 
national government inspection results were the first to the twelfth reports of Inspection 
Report on the Deaths by Child Abuse  issued from the Special Committee on Child Abuse 
and Protection Cases in Social Security Council of the Ministry of Health, Labour and 
Welfare. As for the local governments, the objects of analyses were their Inspection 
Reports on Serious Cases including Deaths by Child Abuse  issued from fiscal 2008 to 2016 
years. As the result of the examination, it has been suggested that survey items enquiring 
the functions of casework in child guidance centers are insufficient and therefore the 
qualitative verification needs to be reinforced with perspectives such as “the establishment 
of aid guidelines and plans for the whole family” and “the execution of regular assessment 
and provision of aid guidelines based on reassessment” included. It has also become 
evident that as a verification aspect the verification of the “accuracy of the process of aid 
implementation” can be a point at issue.




































































































































































































表 1 は、厚生労働省社会保障審議会第 1 次報告～第12
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注 1 ）厚生労働省社会保障審議会第 1 次報告～第12次報告を基に作成した。
表 ３ 　市町村の母子保健担当部署の関与の状況
第 1 次 第 2 次 第 3 次 第 4 次 第 5 次 第 6 次
事例数 ― ― ― 52 73 64
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提言の主な内容 1 次 2 次 3 次 4 次 5 次 6 次 7 次 8 次 9 次 10次 11次 12次
1 　児童相談所職員の専門性の確保と資質向上
（ 1  ）虐待のリスク要因等に関するスクリーニングの
適切な実施と結果を踏まえた迅速な支援の実施
○
（ 2 ）目視による安全確認の実施 ○ ○ ○
（ 3 ）虐待者本人との面接による指導及び援助 ○ ○
（ 4 ）リスクアセスメントの確実な実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○




　　ア　家族全体を捉えるアセスメントの手法等 ○ △ ○ ○ ○
　　イ　面接の技法 △ ○ ○ ○
　　ウ　家族再統合プログラム等の開発・普及 ○
（ 7 ）介入的アプローチの積極的活用 ○ ○
（ 8 ）スーパービジョン体制の確保 ○ ○
（ 9  ）定期的なアセスメントの実施と再アセスメント
による援助指針の見直し
○
（10）きょうだいへの対応の徹底（安全確認等） ○ ○ ○




○ ○ ○ ○ ○
2 　関係機関の効果的な連携及び要対協の積極的活用
（ 1 ）児童相談所、市町村、学校及び警察との連携 ○ ○
（ 2  ）市町村と児童相談所との役割分担と連携・協働
の強化
○ ○ ○
（ 3 ）医療機関との積極的な連携 ○
（ 4 ）複数の関係機関のチームワークによる支援 ○
（ 5  ）地域をまたがる（転居）事例の関係機関の連携・
協働
○ ○ ○ ○




　　ア　リスク等に対する多角的なアセスメント ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　　イ　要対協における個別ケース検討会議の活用 △ ○ ○ ○
　　ウ　一定期間にわたる安全確認の実施 ○
　　エ　親子関係の再構築のための関わり ○
（ 8 ）要対協の積極的な活用（個別ケース検討会議等） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
（ 9 ）要対協の効果的な運営（実務者会議等） ○ ○ ○ ○
（10）要対協の調整機関のマネジメント機能の強化 ○ ○ ○ ○
（11）要対協の調整機関の専門職配置及び研修 ○ ○
3 　職員に対する研修の実施 ○ △ △ △ △ ○ ○
4 　検証の積極的な実施と検証結果の有効活用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



























































で約 2 年である。新規ケースは約 4 か月、継続（再開を



















































事例の特記事項等リスクアセスメントの的確性安全確認等の的確性援助指針等の的確性援助の実行過程等の的確性 援助指針 見直し的確性 関係機関間の連携等の的確性 要対協 機能等の見直し
1 20 5 継 あり 7 か月 2 号措置 ○ ○ 児童養護施設退所後 3 か月で死亡
2 20 4 新 なし 2 か月 不明 ○ ○ ○
3 21 3 再 なし 3 年 3 か月 不明 ○ ○ ○ ○ ○
4 21 0 新 なし 11か月 不明 ○ ○ ○ ○ 乳児院退所後 3 か月で死亡
5 22 1 新 不明 2 か月 不明 ○ ○
6 22 1 新 不明 2 か月 不明 ○ ○ ○ 市町村は出生時から関与
7 22 5 新 あり 5 か月 2 号措置 ○ ○ ○ 一時保護解除後 4 か月で死亡
8 22 3 ケース移管 不明 3 か月 不明 ○ ○ ○
児童養護施設退所後 3 か月で死
亡（ケース移管）
9 22 6 新 あり 7 か月 不明 ○ ○
10 22 4 継 あり 4 年 5 か月 不明 ○ ○ ○ ○ ○ 乳児院退所ケース
11 22 3 新 不明 5 か月 不明 ○ 異父弟（生後 5 か月）を一時保護した 4 か月後に死亡
12 22 2 再 あり 2 年 2 か月 不明 ○ ○ ○ ○ ○ 乳 児 院 退 所 後 8 か 月 で 死 亡（ケース移管）
13 22 5 新 あり 4 か月 不明 ○
14 22 1 新 なし 10か月 不明 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
15 22 2 新 不明 7 日 不明 ○ ○ 市町村は妊娠期から関与
16 22 0 新 あり 9 日 不明 ○ ○ ○ 第一子、第二子は施設入所措置、第三子は母による過失致死
17 23 1 新 不明 4 か月 不明 ○ ○ ○ 市町村は 3 ～ 4 か児健診から関与
18 23 2 新 不明 11日 不明 ○ 市町村は出生後から関与
19 23 3 継 不明 1 年 6 か月 里親委託 ○ ○ ○ 里親委託措置中の死亡
20 23 16 再 不明 12年 不明 ○ ○ ○ ○ ○ 10年以上の長期継続ケース
21 23 7 継 なし 5 年 6 か月 不明 ○ ○ 児童養護施設退所後 4 か月で死亡
22 23 0 新 あり 2 か月 要支援 ○ ○ ○ 市町村は出生時から関与
23 24 2 再 なし 19日 不明 ○ ○ 他県からのケース移管














事例の特記事項等リスクアセスメントの的確性安全確認等の的確性援助指針等の的確性援助の実行過程等の的確性 援助指針 見直し的確性 関係機関間の連携等の的確性 要対協 機能等の見直し
25 24 5 新 あり 2 年 2 か月 不明 ○ ○ ○ 市町村は 2 歳の時から関与
26 24 9 継 あり 8 年10か月 不明 ○ ○ 生後 3 か月の時に虐待により障害児となったケース
27 24 14 再 不明 6 年 1 か月 継続指導 ○ ○ ○ ○ ○ ○
3 年間に 5 回の虐待通告があ
り、一時保護を 2 回行っている
ケース
28 24 0 新 あり 2 か月 不明 ○ ○ ○ 児童相談所は出生時から関与
29 24 12 新 あり 1 年 5 か月 不明 ○ ○ ○ ○ 児童養護施設退所後 6 か月で死亡
30 24 7 新 不明 1 年11か月 継続指導 ○ ○ ○ ○ 弟は虐待により乳児院入所措置の解除後は 2 号措置
31 24 2 新 あり 2 年 9 か月 福祉事務所送致 ○ ○ ○ ○ ○ ○
32 24 14 継 なし 6 年 1 か月 継続指導 ○ ○ ○ ○ 知的障害児施設退所後 1 か月で死亡
33 24 11 再 なし 10年 不明 ○ ○ ○ 児童養護施設退所後 1 年 6 か月で死亡
34 24 0 新 あり 2 か月 不明 ○ ○ 乳児院入所措置を決定したケース
35 25 5 再 あり 4 年 7 か月 不明 ○ ○ ○ ○ ○ 一時保護解除後 1 か月で死亡、市町村は妊娠時から関与
36 25 6 新 なし 6 か月 訪問調査 母親は外国籍
37 25 11 ケース移管 不明 4 か月 不明 ○ ○ ○
38 25 0 新 あり 10か月 経過観察 ○ ○ ○ ○
39 25 3 再 あり 3 年 1 か月 経過観察 ○ ○ ○ ○ 市町村は 1 歳 6 か月児健診から関与
40 25 0 ケース移管 あり 5 か月 不明 ○ ○ ○ ○
41 25 6 新 不明 6 か月 不明 生活保護ケース
42 25 3 新 不明 4 年 2 か月 不明 ○ ○ ○ ○ 乳児院退所後10か月で死亡
43 26 2 継 なし 2 年 1 か月 2 号措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 施設退所後 2 週間で死亡
44 26 1 新 なし 1 か月 不明 ○ ○ ○ ○ 市町村は妊娠時から関与
45 26 0 新 あり 29日 不明 ○ ○ ○ 市町村は妊娠時から関与
46 26 2 新 不明 13日 不明 ○ ○ 市町村は生後 2 か月から関与
47 26 14 新 なし 2 日 訪問調査 ○
48 26 0 新 あり 3 か月 不明 ○ ○ ○ 市町村及び児童相談所は妊娠期から関与
























































事例の特記事項等リスクアセスメントの的確性安全確認等の的確性援助指針等の的確性援助の実行過程等の的確性 援助指針 見直し的確性 関係機関間の連携等の的確性 要対協 機能等の見直し
50 27 3 新 あり 2 年11か月 終結 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 乳児院退所後 1 年 6 か月、ケース終結後 3 か月で死亡
51 27 3 再 あり 4 年 6 か月 不明 ○ ○ ○ ○ 乳児院退所ケース、 2 号措置解除ケース
52 28 3 新 あり 2 か月 不明 ○ ○
53 28 3 新 不明 3 か月 不明 ○ ○ ○
54 28 3 新 不明 11か月 継続指導 ○ ○ 他県からの転入ケース
55 28 2 継 不明 11年11か月 2 号措置 ○ ○ ○ 乳児院退所後 2 か月で死亡
56 28 4 新 不明 17日 在宅指導 ○ ○ ○ 市町村は妊娠時から関与
注 1 ）地方公共団体が公表している児童虐待死亡事例検証報告書を基に作成した。
注 2 ）「要対協」は、要保護児童対策地域協議会をいう。
注 3  ）「援助内容」は、措置によらない住宅指導等（助言指導、継続指導等）、措置による住宅指導等（児童福祉司指導、児童
委員指導等）、訓戒・契約措置、児童福祉施設入所措置、里親委託措置等をいう。

























注 1 ） 児童福祉法施行令で、各児童相談所の管轄地域の




運営指針」（平成 2 年 3 月 5 日児発第105号厚生省
児童家庭局長通知）では、ソーシャルワーカーと
して位置づけられている。












注 3 ） 市町村における要対協の設置状況は、平成28年 2
月 1 日時点で99.4％（1,730市町村）となっている。
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